
入札公告(建設工事) 

 

 次のとおり一般競争入札に付します。  

 令和７年２月２８日 

                支出負担行為担当官 

鳥取地方検察庁検事正 山上 真由美     

１ 工事概要 

(1) 品目分類番号  

41 

(2) 工事名 

令和６年度 鳥取地方検察庁馬場町宿舎建具等改修工事 

(3) 工事場所 

鳥取県鳥取市馬場町３５ 

(4) 工事内容  

敷地面積 639.83 ㎡ 

建物用途 職員宿舎 

構造・階数 ＲＣ造・地上２階 

建物面積 175.48 ㎡ 

延べ面積 341.79 ㎡ 

工事種目 建築一式工事 

工事範囲 上記工事（入札説明書による。） 

 (5) 工期 

令和７年８月２９日（金）まで 

(6) 本件入札手続は、下記３に定めるとおり、入札参加申請手続、入札手続

等 を 電 子 調 達 シ ス テ ム （ 政 府 電 子 調 達 （ Ｇ Ｅ Ｐ Ｓ ）     

（https://www.geps.go.jp/））により行う。 

なお、電子調達システムにより難い者は、支出負担行為担当官の承認を得

た場合に限り、入札参加申請手続及び入札手続の全てを書面により行うこと

（本件入札手続において「紙入札方式」という。）ができる。 

 

２ 競争参加資格 

(1) 予算決算及び会計令（以下「予決令」という｡）第 70 条及び第 71 条の規

定に該当しない者であること。 

 なお、未成年者、被保佐人又は被補助人であって、契約締結のために必

要な同意を得ている者は、予決令第 70 条における特別の理由がある場合に

該当する。 



(2) 本工事の業種区分（建築一式工事）において、法務省の令和 4・5・6 年

度における建設工事の一般競争参加資格の認定を受けていること（会社更

生法（平成 14 年法律第 154 号）に基づき更生手続開始の申立てがなされて

いる者又は民事再生法（平成 11 年法律第 225 号）に基づき再生手続開始の

申立てがなされている者については、手続開始の決定後、法務省が別に定

める手続に基づく一般競争参加資格の再認定を受けていること。）。 

(3) 法務省の令和 4・5・6 年度における建築一式工事の一般競争参加資格の

認定の際に算出して得た総合数値が、1,000 点未満（Ｃ等級又はＤ等級）で

あること。 

(4)  競争参加資格確認申請書（以下「申請書」という。）の提出期限の日か

ら開札の時までの期間に、平成 7年 1月 23 日付け法務省営第 191 号会計課

長通達「工事請負契約に係る指名停止等の措置要領の制定及び運用につい

て」に基づく指名停止を受けていないこと。 

(5) 入札に参加しようとする者の間に資本関係又は人的関係がないこと（入

札説明書参照）。 

(6) 会社更生法に基づき更生手続開始の申立てがなされている者又は民事再

生法に基づき再生手続開始の申立てがなされている者（上記(2)の再認定を

受けた者を除く｡）でないこと。 

(7)  警察当局から、暴力団が実質的に経営を支配する業者又はこれに準

ずる者として排除要請があり、法務省大臣官房施設課長が契約の相手

方として不適当であると認めていないこと。 

(8)  法務省が発注した工事について、予決令第 85 条に基づく調査基準

価格を下回る価格で契約し、かつ、当該工事の工事成績評定点が 65

点未満である場合には、その工事成績評定点の通知日の翌日から法務

省が発注する工事の入札公告の日までの期間が１か月を経過してい

ること。 

 

３ 入札手続等 

(1) 担当部局   〒680-0022 鳥取県鳥取市西町３－２０１ 

鳥取地方検察庁事務局会計課国有財産係 

電話 0857-22-4173（会計課直通） 

(2)  入札説明書等の入手期間及び入手方法 

ア 入手期間 

入札公告日から令和７年４月１６日（水）午後３時まで 

イ 入手方法 

 (ｱ)  入札説明書等（入札説明書別冊の図面を除く）は、上記(1)にて交付



又は電子調達システム（https://www.geps.go.jp/）からダウンロード

できる。 

(ｲ) 入札説明書別冊の図面については、上記(1)でのみ交付（行政機関の

休日に関する法律（昭和 63 年法律第 91 号）第 1 条に規定する行政機

関の休日（以下「休日」という。）を除く毎日、午前９時から午後５

時まで。）するので必ず入手すること（同図面は上記(ｱ)の方法によっ

ては入手できない）。 

(ｳ)  別冊の図面を含む入札説明書等について、郵送又は電子メールによ

る入手申し込みは受け付けない。 

 (3) 申請書の提出期間及び提出方法 

ア 提出期間 

入札公告日から令和７年３月１４日（金）までの休日を除く毎日、午  

前９時から午後５時まで 

イ 提出方法 

 電子調達システムにより提出すること。 

なお、紙入札方式による場合は上記(1)の場所に持参若しくは郵送（提

出期間内必着。）すること。 

(4) 入札、開札の日時及び場所並びに入札書の提出方法 

ア 入札 

(ｱ)  入札書の提出期限 

令和７年４月１７日（木）午後３時まで 

(ｲ) 入札書の提出方法 

上記(3)イに同じ。 

イ 開札 

(ｱ)  開札の日時 

令和７年４月１８日（金）午前１０時 

(ｲ)  開札の場所 

〒680-0022 鳥取県鳥取市西町３－２０１  

         鳥取地方検察庁大会議室又は電子調達システム 

４ その他 

(1) 手続において使用する言語は日本語、通貨は日本円、時間は日本の標準

時及び単位は計量法（平成４年法律第５１号）による。 

(2) 入札保証金 

免除 

(3) 契約保証金 

納付（保管金の取扱店 日本銀行鳥取代理店（山陰合同銀行鳥取営業



部））。ただし、利付国債の提供（保管有価証券の取扱店 日本銀行鳥取

代理店（山陰合同銀行鳥取営業部））又は金融機関若しくは保証事業会社

の保証をもって契約保証金の納付に代えることができる。また、公共工事

履行保証証券による保証を付し、又は履行保証保険の締結を行った場合は、

契約保証金の納付を免除する。 

(4) 入札の無効 

本公告に示した競争参加資格のない者のした入札、申請書又は資料に虚 

偽の記載をした者のした入札及び入札に関する条件に違反した入札は無効 

とする。 

(5) 落札者の決定方法 

予決令第 79 条の規定に基づいて作成された予定価格の制限の範囲内で

最低の価格をもって有効な入札を行った入札者を落札者とする。 

ただし、落札者となるべき者の入札価格によっては、その者により当該

契約の内容に適合した履行がなされないおそれがあると認められるとき、

又はその者と契約を締結することが公正な取引の秩序を乱すこととなるお

それがあって著しく不適当であると認められるときは、予定価格の制限の

範囲内の価格をもって入札した他の者のうち最低の価格をもって入札した

者を落札者とすることがある。 

おって、落札者となるべき者の入札価格が予決令第 85 条に基づく調査基

準価格を下回る場合は、予決令第 86 条の調査を行うものとする。 

(6) 手続における交渉の意図の有無 

無 

(7) 契約書の作成の要否 

要 

(8) 本工事に直接関連する他の工事の請負契約を本工事の請負契約の相手方

との随意契約により締結する予定の有無 

無 

 (9) 関連情報を入手するための照会窓口 

上記３(1)に同じ。 

(10)  一般競争参加資格の認定を受けていない者の参加 

上記２(2)に掲げる一般競争参加資格の認定を受けていない者も上記３ 

(3)により申請書を提出することができるが、競争に参加するためには、開

札の時において、当該資格の認定を受け、かつ、競争参加資格の確認を受

けていなければならない。 

(11)  詳細は入札説明書による。 



入札公告等の訂正 

 

 下記のとおり訂正します。  

 令和７年３月１０日 

                支出負担行為担当官 

鳥取地方検察庁検事正 山上 真由美     

１ 公告日 

  令和７年２月２８日 

２ 件名 

  令和６年度 鳥取地方検察庁馬場町宿舎建具等改修工事 

３ 訂正内容 

 ア 入札公告中「２ 競争参加資格」の(2)及び(3)について 

  【訂正前】 

(2) 本工事の業種区分（建築一式工事）において、法務省の令和 4・5・6年

度における建設工事の一般競争参加資格の認定を受けていること（会社更

生法（平成 14 年法律第 154 号）に基づき更生手続開始の申立てがなされ

ている者又は民事再生法（平成 11 年法律第 225 号）に基づき再生手続開

始の申立てがなされている者については、手続開始の決定後、法務省が別

に定める手続に基づく一般競争参加資格の再認定を受けていること。）。 

(3) 法務省の令和 4・5・6年度における建築一式工事の一般競争参加資格の

認定の際に算出して得た総合数値が、1,000 点未満（Ｃ等級又はＤ等級）

であること。 

  【訂正後】 

(2) 開札時に本工事の業種区分（建築一式工事）において、法務省の令和７・

８年度における建設工事の一般競争参加者の資格の認定を受けているこ

と（会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）に基づき更生手続開始の申立

てがなされている者又は民事再生法（平成 11 年法律第 225 号）に基づき

再生手続開始の申立てがなされている者については、手続開始の決定後、

法務省が別に定める手続に基づく一般競争参加資格の再認定を受けてい

ること。）。 

※ 令和５・６年度における建築一式工事の一般競争参加資格を有  

していても本件入札の競争参加資格は満たさないので留意すること。 

  なお、令和７・８年度における建築一式工事の一般競争参加資格の

認 定 に 係 る 申 請 方 法 は 、 法 務 省 ホ ー ム ペ ー ジ

（https://www.moj.go.jp/chotatsu_kensetsu_shikakushinsa.html）



に掲示している。 

(3) 法務省の令和７・８年度における建築一式工事の一般競争参加資格の認

定の際に算出して得た総合数値が、1,000 点未満（Ｃ等級又はＤ等級）で

あること。 

 イ 入札説明書中「５ 競争参加資格」の(2)及び(3)について 

  【訂正前】 

(2) 本工事の業種区分（建築一式工事）において、法務省の令和 4・5・6年

度における建設工事の一般競争参加資格の認定を受けていること（会社更

生法（平成 14 年法律第 154 号）に基づき更生手続開始の申立てがなされ

ている者又は民事再生法（平成 11 年法律第 225 号）に基づき再生手続開

始の申立てがなされている者については、手続開始の決定後、法務省が別

に定める手続に基づく一般競争参加資格の再認定を受けていること。）。 

(3) 法務省の令和 4・5・6年度における建築一式工事の一般競争参加資格の

認定の際に算出して得た総合数値が、1,000 点未満（Ｃ等級又はＤ等級）

であること。 

  【訂正後】 

(2) 開札時に本工事の業種区分（建築一式工事）において、法務省の令和７・

８年度における建設工事の一般競争参加者の資格の認定を受けているこ

と（会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）に基づき更生手続開始の申立

てがなされている者又は民事再生法（平成 11 年法律第 225 号）に基づき

再生手続開始の申立てがなされている者については、手続開始の決定後、

法務省が別に定める手続に基づく一般競争参加資格の再認定を受けてい

ること。）。 

※ 令和５・６年度における建築一式工事の一般競争参加資格を有  

していても本件入札の競争参加資格は満たさないので留意すること。 

  なお、令和７・８年度における建築一式工事の一般競争参加資格の

認 定 に 係 る 申 請 方 法 は 、 法 務 省 ホ ー ム ペ ー ジ

（https://www.moj.go.jp/chotatsu_kensetsu_shikakushinsa.html）

に掲示している。 

(3) 法務省の令和７・８年度における建築一式工事の一般競争参加資格の認

定の際に算出して得た総合数値が、1,000 点未満（Ｃ等級又はＤ等級）で

あること。 

 

                             以 上 

 



第４号様式  

 

競争参加資格確認結果  

 

１ 業務名  令和６年度鳥取地方検察庁馬場町宿舎建具等改修工事  

２ 部局名  鳥取地方検察庁  

３ 入札公告日  令和７年２月２８日（金）  

４ 競争参加資格確認結果通知期限日  令和７年３月２１日（金）  

 

 資 格 確 認 申 請 者  資 格 の 有 無  資 格 が な い と 認 め た 理 由 

（株）興洋工務店  有   

（有）河原工業  有   

（有）トータル住建  有   

 扇建設（株）  有   

（株）東部林業  有   

（有）伸宏建設  有   

（株）プランドシー  有   

   

   

   

   

   

（備考）１ 「資格の有無」の欄には、資格があると認めた場には「有」と記載し、資     

格がないと認めた場合には「無」と記載する。  

    ２ 「資格がないと認めた理由」の欄には、競争参加資格確認通知書と同様の     

内容を記載する。   



第８号様式の１

令和7年4月17日 午後 3時00分 開札日時 午前10時00分

１回 ２回

備　　　　　考

千円

千円

令和7年5月9日 　

9

8

予 定 価 格 （税抜価格） 16,240

当該金額に１０％に相当する額（消費税相当額）を加算した金額が、法律
上の入札（見積）金額である。

10

調査基準価格（税抜価格）

2

法人番号8270002004502

7

5

法人番号7270001000206

18,700

6

法人番号418001003501

【無効】

1

法人番号8270002001549

9,780

3

4

（有）トータル住建

11,500

会 計 課 長

入札した結果は、上記のとおりである。

14,840

会計法第２９条の３第１項による一般競争

入札執行者 平 田 敏 明

（有）河原工業

（株）プランドシー 

　扇建設（株）

（有）伸宏建設

法人番号8270001000114

法人番号6240002046094

（株）興洋工務店　

落札決定の理由

濱 田 秀 俊立 会 者 総 務 課 長

　低入札調査の結果、最低入札者の入札価格により契約の内容に適合した履
行がされると認められたため

12,980

17,860

入　札　調　書

件　　　名 　令和６年度鳥取地方検察庁馬場町宿舎建具等改修工事

金額（千円） 金額（千円）

入札及び開札の場所 　電子調達システム及び鳥取地方検察庁

入札日時　

入　　札　　者
法　人　番　号

見積２回見積１回

令和7年4月18日



 予 定 価 格 調 書　 　 　 　 　

 

 

 

 　　　　金１７，８６４，８８３円
 　　　　　（う ち 消 費 税 相 当 額　　　  １，６２４，０８０円）

 　　　　　（入 札 書 比 較 参 考 額　　  １６，２４０，８０３円）

 

 　　　　　（調 査 基 準 価 格      １６，３２４，０００円）

 　　　　　（調査基準価格の100/110      １４，８４０，０００円）

 

 

 　ただし、令和６年度鳥取地方検察庁馬場町宿舎建具等改修工事

 

 

 　　　　令和７年２月２５日

 

 　　　　　　　　支出負担行為担当官

 　　　　　　　　　　鳥取地方検察庁検事正　山　上　真由美

 



工事名

積 算 内 訳 書

鳥取地方検察庁馬場町宿舎建具等改修工事



(種目別内訳書)

名　　　称 摘　　　要 数量 単位 金　　額 備　　考

直　接　工　事　費 1 式 11,300,010            

計 11,300,010            

共　通　費

　共通仮設費 1 式 558,258               

　現場管理費 1 式 2,164,184             

　一般管理費等 1 式 2,218,351             

　　　　計 4,940,793             

合　計(工事価格) 16,240,803            

消費税等相当額 1 式 1,624,080             

総合計(工事費) 17,864,883            

17,864,883円
工事価格 16,240,803円

工事費



(科目別内訳書)

名　　　称 摘　　　要 数量 単位 金　　額 備　　考

Ⅰ直接工事費

　 直接仮設工事 1 式 423,000                

　 建具改修工事 1 式 6,577,020              

　 ガラス工事 1 式 2,764,008              

　 電気工事 1 式 656,580                

　 機械設備工事 1 式 295,452                

　 外構工事 1 式 583,950                

計 11,300,010             



第７号様式 

低入札価格調査の実施概要 

    項    目     内                 容 

１ その価格により入 
札した理由 

 
 
 

・自社と対象工事現場までの距離が近く、現場管理
等の経費を低減することができること。 

・年度の変わり目で発注工事が少ないことなどを踏
まえ、利益を最小限として本工事の受注を最優先
としたこと。 

 
２  契約対象業務の履 
行体制 

 

・配置予定技術者１名、長年の取引がある下請け４
業者により施工予定。 

３  契約対象業務に関 
 連する手持業務の状 
  況 

・対象工事現場付近で庁舎解体工事（工期約１６か 
月）を施工中。 

 
４  手持機械の状況 
 
 

・契約対象業務で使用予定の手持機械としては、キ 
ャブオーバ１台及びダンプ２台を保有している。 

５ 過去に実施した公 
共事業に係る業務名 
及びその発注者 

 

・過去６年程度の間で「鳥取地検建築その他改修工 
事（中国地方整備局岡山営繕事務所発注）」ほか 
１７件（うち４件が低入札）の公共工事を受注し 
ている。 
 

６  経営内容 
 
 

・特記事項無し。 
 
 

７  １から６までの事 
情聴取した結果につ 
いての調査検討 

 

・対象工事現場と自社及び他工事の施工現場が近接 
していることに加え、過去に契約対象工事と同一 
建物の外壁改修工事（令和２年度施工）を受注し 
ていて対象建物・地理に精通しているなどの優位 
性が認められ、公共事業の受注歴等を考慮しても 
施工能力に問題は無いと考えられる。 
 

８  入札者の実施した 
 法務省発注業務の成 
 績状況 

・過去５年で１件該当あり（評点合計７８点） 
 
 

９  経営状況 
 
 

 
＜公表しないこととする＞ 
 

10  信用状況 
 
 
 
 
 

(1) 関係法令違反の有無 
  無し。 
(2) 賃金不払いの状況 
  無し。 
(3) 下請代金の支払遅延状況   
  無し。 
(4) その他 
  特記事項無し。 

11 その他 
 
 

 建設副産物の搬出予定については適切である。 
 
 



第９号様式 

契約の内容 

 

 契約年月日  令和７年５月１５日 

 契約業者名  有限会社トータル住建 

 契約業者の住所  鳥取県鳥取市布勢７０番地１０ 

 業務の名称  令和６年度鳥取地方検察庁馬場町宿舎建具等改修工事 

 業務場所  鳥取県鳥取市馬場町３５ 

 業務区分  建築一式工事 

 業務概要 

 

 

 

ア 宿舎改修（RC-2 延べ面積３４２㎡）  

イ 外構 

ウ 電気設備工事 

エ 機械設備工事 

 履行期間（自）～（至）  令和７年５月１５日～令和７年８月２９日 

 契約金額  金１０，７５８，０００円 


